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１１１１....    はじめにはじめにはじめにはじめに    

組織マネジメントの成否を分ける鍵は、人間の経営哲学にある。というのも、変化する

時空間のただ中の行為選択においては、経営哲学を基盤とした価値判断いかんによって、

導かれる組織的な行為体系が大きく変わってくるからである。果たして、われわれは、ど

のような経営哲学を構築し、組織としての行為体系を創造していくべきなのであろうか。

このような人間の経営哲学と組織の行為体系に関する研究領域は、長らく経営学において

盛んに論じられてきたものの、議論の決着に至っていない中核的な問題である。以下、本

論文では、この問題をメインテーマとして論究していく。 

具体的な実践事例に目を向ければ、社会のインフラストラクチャーとして位置づけられ

る電力供給事業の分野においては、利益確保を優先するのではなく、電力事業が持つ社会

的公益性を踏まえつつ事業収益性を両立させていくマネジメントが求められる。それだけ

に、経営哲学の徹底や組織成員に対する意欲確保をどのような考え方に基づいて行うのか

により組織の性格は大きく変わってくる。 

21 世紀の初頭には、エネルギー供給事業の基本に据えるべきこの社会的公益性を大きく

揺るがした事例として、アメリカにおけるエンロンの台頭があった。エンロンの経営スタ

ンスは、徹底した市場原理主義ともいえるものであり、経済専門スタッフを多数抱え、デ

リバティブなど金融工学を取引に多用することでリスク分散をはかり、広範に資金を集め

て事業を拡大させていった。エンロンは、本来の事業分野であったガス・石油・石炭・電

力供給だけではなく、信用取引から排出権取引にいたるまでの多様な市場取引の仕組みを

利用して金融商品化する分野に積極的に進出し、規模を拡大し続けていた。一時は「アメ

リカでもっとも革新的な企業」と評価されていたが、その後は海外事業の失敗による巨額

損失の発生、子会社の倒産、それに伴う粉飾決算が露呈し、最終的には経営破たんに至っ

た。エンロンが辿った経過は、功利主義的ビジョンを掲げたリーダーの考え方によって組

織運営が左右され、内部統制も有効に働かなかったことを示しており、利益優先主義によ

る企業経営の問題点を明らかにしたと言える。 

電気やガスなど社会の基盤であるエネルギー供給システムの存在意義は、エネルギーを

必要とする人々に対し、安定的かつ合理的価格により供給していく「ユニバーサルサービ

ス」にある。エンロンのように、この本質を軽視し、実態と乖離した金融工学までも組み

込んだ収益至上主義の事業運営を進めれば、矛盾を呈してしまうのは自明の理である。公



益性と事業収益性を調和させ、企業の持続的発展を図るためには、どのようなマネジメン

トのあり方が求められるのであろうか。本論文では、この問題について、現状の日本の電

力会社における業績評価システムを事例として論じつつ、批判的に検討する。最終的には、

経営において最も根幹となる社会観、そして人間観を踏まえたリーダーのあり方について

提言する。 

 本論文の構成は、以下の通りである。まず、組織マネジメントの仕組みとして今世紀初

頭に体系化され、一般化している期待型インセンティブ・システムについて言及し、その

基礎となっている「功利主義的な人間観」の妥当性について検討する。次に、この功利的

な人間観に基づいた組織マネジメントでは、これからの時代において限界があることを論

じ、新たなマネジメントの視点が必要であることを確認する。その新たな視点は、A.N.ホ

ワイトヘッドなどが提唱した動態的な経営哲学に基づき人間の主観性による変化への対応

を組み込んだものである。さらに、そのような動態的な世界にある組織をマネジメントす

るためには、人間主義の経営哲学に根ざした賢慮型リーダーを育成する必要があることを

述べる。 

 

２２２２....    功利主義的人間観功利主義的人間観功利主義的人間観功利主義的人間観によるによるによるによる経営経営経営経営        

――――    期待型期待型期待型期待型インセンティブインセンティブインセンティブインセンティブ・・・・システムシステムシステムシステムのののの体系体系体系体系とととと課題課題課題課題    

日本企業の多くは、組織成員の貢献を引きだすために期待理論に依拠したインセンティ

ブ・システムを採用している1) 。ここでいうインセンティブ・システムとは、組織成員と

しての個人を組織目標達成に向けた行動に意欲づけていくための仕組みである。それは、

仕事に対する意欲を高め持続させるために、評価と対価付与の組織的な制度として具体化

されている。この期待理論に依拠した仕組みが、期待型インセンティブ・システムと呼ば

れる（坂下、2007）。 

本論文では、まず多くの日本企業において採用され、電力会社においても定着している

期待型インセンティブ・システムとは何かを概括的に明らかにし、そのシステムが抱える

課題について論ずる。 

 

２２２２....１１１１    期待型期待型期待型期待型インセンティブインセンティブインセンティブインセンティブ・・・・システムシステムシステムシステムのののの理論理論理論理論とととと実践実践実践実践    

２２２２....１１１１....１１１１    期待理論期待理論期待理論期待理論のののの人間観人間観人間観人間観    

組織のマネジメントにおいてもっとも重要なのは、人間をどのように位置づけるのかで

ある。なぜなら、組織がおかれている社会的な環境、さらにその環境のなかにある組織そ

のもの、さらに組織を構成する最小単位としての個人および個人間のつながりというもの

をどのように捉えるかによって、組織を動かすための方法論や仕組みが変わってくるから

である（平田・野中、2009）。個人の集合体を組織としてまとめていくために、組織の中

の個人の意欲を引き出す、組織の経営哲学や目標を設定しそれを浸透させることなどにつ

いては、さまざまな面から論議されてきた。個人が組織人として働いてもらうために、意

欲をいかに引き出すのかという点から導かれたのがモティベーション理論である。 

これまでの経営学においては、個人の組織貢献を引き出す考え方としてはこのモティベ

ーション理論が代表的である。モティベーション理論において、経済的動機によって行動

するという「経済人モデル」に基礎を置いたモティベーション理論には、期待理論が含ま



れる2) 。期待理論は「功利主義的な合理人」の人間観に依拠している。ここでいう「功利

主義的な合理人」の人間観とは、個人は自己の利益のために企業組織の中で仕事をしてお

り、個人が行動をする際には前もって合理的な利益計算をおこなうという人間モデルであ

る（坂下、1985）。したがって、期待理論は、原則的には合理的な計算に基づく組織への

貢献と組織から与えられる報酬の「交換」を通じ、成員の意欲を導出しようとする理論で

あり、経済的価値を媒介にする市場原理主義と近似する。 

 

２２２２....１１１１....２２２２    期待理論期待理論期待理論期待理論のののの理論体系理論体系理論体系理論体系    

 期待理論におけるモティベーションは、3 つの期待要素の積で表現できる（以下の議論

については図 1 参照）。第一に、個人が自らの仕事において努力する期待要素は、将来に

おいて達成されるはずの業績に対する期待である。第二には、成し遂げた業績が、どのよ

うな報酬をもたらすか、その可能性に対する期待である。第三には、報酬自体が個人に与

える期待、すなわち報酬誘意性である。この 3 つの期待の積が期待理論でいうモティベー

ションの総和となる。これが、期待理論の骨格をなしている。 

また、期待理論においては、個人の能力、および役割の知覚程度も業績に影響を与える

ことも考慮に入れられている。ここでいう「能力」について、たとえば東京電力において

はコンピテンシーを中心的構成概念として提示し、能力の内容を提示している。コンピテ

ンシーとは、職種・職務に応じてすぐれた成果をあげるうえで必須となる知識・スキル、

行動特性を整理し、基準化したものと定義されている3) 。 

期待理論に基づけば、組織成員の能力向上は組織への貢献度を高める。たとえば企業で

は、社員に対し能力開発のプログラムをおこなうが、これは個々の組織成員の業務能力を

高めることにより、最終的に企業業績が向上すると考えられているからである。また、企

業が階層別の研修をおこなうのも、社員の階層に応じた役割知覚を支援することを目指し

ているのである。 

 

図１ 期待型インセンティブ・システムの概要 

 
 



２２２２....２２２２    電力会社電力会社電力会社電力会社におけるにおけるにおけるにおける期待型期待型期待型期待型インセンティブインセンティブインセンティブインセンティブ・・・・システムシステムシステムシステムのののの実践過程実践過程実践過程実践過程    

２２２２....２２２２....１１１１    業績評価業績評価業績評価業績評価システムシステムシステムシステム    

企業における期待型インセンティブ・システムにおける業績評価システムの運用は、次

のステップをたどる。 

まず、期のはじめに被評価者が評価者と面談し、目標を定める。次に、被評価者は、面

談で定めた目標内容を記載した書類を評価者へ提出する。期末になると、被評価者は、期

中における努力内容である業績を記載し、評価者に提出する。その報告された業績をもと

に、評価者は、被評価者の評価を確定する。この確定評価をもとに、被評価者の賞与等が

決められる。なお、確定された評価は、その後の昇進を考慮する材料にもなる。この一連

の期待理論に依拠した業績評価では、他者との比較を重視する観点から、定量化できる目

標が採用される傾向がある。この定量化された目標へ到達しようと努力がおこなわれ、最

終的な成果評価がなされていく。これが期待理論に依拠した業績評価の仕組みである（成

田、2007）。 

関西電力では、この期待型インセンティブ・システムの枠組みについて、バランススコ

アカードを用いて運用している4) 。財務の視点、お客さまの視点、業務プロセスの視点、

人材と変革の視点を掲げ、支店経営を自律的におこなうための戦略マップを掲げ、支店経

営をおこなっている。これら 4 つの視点に基づいた業績目標は、社長と支店長との間で「成

果契約書」として契約の形態がとられ、その成果に基づき各支店長の評価をおこなってい

るのである（彌園、2003）5) 。 

これらの評価指標における問題は、人間の業績は必ずしも定量化できるものばかりでは

ないという点である。数値化が可能な業績の評価については有効性が高いものの、それだ

けではカバーできない面が残る。また、最終的な成果は評価されるが、その実現プロセス

については考慮されないのである。 

    

２２２２....２２２２....２２２２    能力評価能力評価能力評価能力評価システムシステムシステムシステム    

期待型インセンティブ・システムでは、業績評価システムだけでなく、能力評価システ

ムも具備している。この能力評価システムは、組織成員の努力と業績の因果関係を客観的

に分析することに主眼をおいている。また、努力と業績の因果関係は、自らの役割知覚の

程度と能力に依存するといった考え方にたっている（図 1 参照）。 

たとえば東京電力では、活力増進を目指して新しく導入された職能等級制度における評

価軸として、1999 年 10 月 1 日から能力評価システムとしてコンピテンシー制度を導入し

た。この背景としては、2000 年 3 月、規制緩和により電力の小売り自由化がはじまり、

本格的な電力競争時代に入ったことがあげられる。東京電力では、社員がその能力を発揮

し、成果をあげた人が報われる人事処遇に切り替え、活力と意欲をもってチャレンジする

職場風土への転換を目指した。 

その中核的な役割を期待された仕組みが、コンピテンシーによる能力評価システムの構

築であった。社員のコンピテンシーの判定は、客観性確保のため、直属の上司を含めた 3

名による多面的評価を通じて測定される。会社が社員に期待するコンピテンシーの内容は、

次の 6 つの要素能力に集約されている。それは、業務理解力・改善提案力、状況判断力・

対応力、対人折衝力・調整力、チームワーク指向性、自己管理力、業務知識・技能の習得・



活用力である6) 。これらは、経営層の意見に基づいて、過去においてパフォーマンスの高

い社員の特性の抽出を経て決定された7) 。いわば現実の業務経験の中から導き出され集約

された基準である。 

    

２２２２....３３３３    期待型期待型期待型期待型インセンティブインセンティブインセンティブインセンティブ・・・・システムシステムシステムシステムのののの課題解決課題解決課題解決課題解決にににに向向向向けてけてけてけて    

これまで論じてきた期待型インセンティブ・システムは、要約すれば、功利主義的な人

間観に基づき、業績と能力を高めるために組織成員を意欲づける仕組みである。このシス

テムにおいて、個人は努力や能力を発揮し、組織はそれに対する報酬を提供する「交換」

といった考え方に基づき運営される。 

しかし、人間は必ずしも合理的行動をとる客観的存在ではない。期待型インセンティブ

の有効性だけでは、個人が持つ創造性の発揮による社会や組織の進歩を十分に説明できな

い面がある。その進歩は、さまざまな現実の矛盾に悩みながら 、その葛藤の中でより高い

レベルでの解決策を見出そうと努力することにより成し遂げられてきた。組織的にそのプ

ロセスを推しすすめるためには、個人の意欲と能力を高めることが必要であるが、それは

最終的成果に対する経済的な報酬だけでは限界があると考えられ、非経済的要素について

も考慮する必要がある。 

これらの組織成員の行動成果について、期待理論に基づいて評価すると何らかの具体的

成果基準を設定しなければならない。しかし、プロセスを無視して定量的成果だけを評価

するのでは、定量化されない側面の評価が抜け落ちることになる。このような一面的な見

方ばかりを続ければ、ひいては組織を硬直化させ、個人のモティベーションを低下させて

しまう可能性がある。 

その実例は、過度な業績主義への傾斜による組織の歪みである。たとえば三井物産では、

90 年代末期にコストの削減と利益確保が強く求められていた。そのため年功序列型賃金体

系から競争原理を導入した業績主義賃金体系への転換が図られ定量評価 100%の評価基準

を導入し、1999 年から実施された。これは短期的には成功したが、組織成員の定量化でき

ない貢献が軽視されることになったため、その後にさまざまな問題を生じる要因となった。

たとえば、その問題の 1 つには、個人の実績を上げようとするあまりに本来はチームワー

クを発揮すべき職場内の人間関係にきしみが生じたケースが見られた。さらに、部下を育

てることや取引先との良好な関係を構築するといった長期的な事業展開に欠かせない貢献

は、定量化が難しいため評価されなくなった。このような個人業績重視の経営の影響は、

全体最適よりも部分最適を重視するという兆候に見え始めるようになった8) 。もう１つに

は、最終業績を重視するあまり、達成までの過程が軽視されたことによる弊害である9) 。

これらの反省から定性評価を加味し、三井物産では、2004 年に定量評価 40%定性評価 60%

へ変更、2004 年に定量評価 20%定性評価 80%へと評価基準が改定された10) 。 

このように、定量化された目標を達成するにはさまざまな道筋があるはずであり、その

どれを選択するかという判断が加わるのである。端的にいえば、結果さえよければ手段は

問われないというのではなく、何を基準に判断しどのような過程で達成されたのかについ

ても考慮されなければならない。成果目標の実現は重要であるが、社会性や公益性を考え

れば、その判断と実現プロセスも含めて評価されるべきである。同時に、組織成員がその

ような意識を持って行動する状況がつくられなければならない。つまり、ある結果に達す



るまでの行動プロセスが適切か否かは、直接的には組織の経営哲学やビジョンに照らしあ

わされて、正当性が判断される。さらに組織も社会の一員である以上、その基盤として組

織の枠を超えた社会的な意義（たとえば公益性）やモラルや、社会的に何が良いことかと

いう「公共善」の追求といった要素が含まれる。それらを踏まえて目標が設定され、そこ

に到達するまでのプロセスが選択されるべきなのである。 

また、組織では個人がチームとして力を合わせて、目標を達成することが多い。特に電

力会社のような巨大設備を有する企業では、組織の成果がある特定の個人だけの努力に起

因し決定されることは非常に稀である。個人が組織の中で相互の関係を組み上げ、内外の

環境変化に対応しつつ協働していくことの集積によって、高い成果がもたらされる。成果

は、いわば無数の能動的な主体による相互関連性を持った活動の帰結としてとらえられる

べきなのである。その場合、単純な定量的成果指標と経済的報酬という関係ではなく、究

極の目標である「公益性」という観点からの評価とモティベーションの生起や、それを組

織の中でどのように体系づけていったのかも重要な要素となる(成田他、2009)。 

この考え方に基づくなら、組織が個人に対し定量的指標により下す業績評価では、客観

性が高いものの、創造性や判断力、関係性構築の力が軽視されてしまう欠点がある。公益

企業における成果の意義の判断には、すべてを結果によって判断するのではなくその達成

プロセスと「公共性」との関連まで含めて評価される視点があって良い。なぜなら、組織

が個人の昇給や昇進といった経済人的動機だけに基づいて人をマネジメントしようとし、

仕事への取り組み意欲を獲得することを重視する施策をすすめ続ければ、もっとも重要な

人間的要素である価値観や信念の意義、それによる創造性の発揮や難題の克服という側面

は軽視されてしまうからである。最悪の場合には、数値目標や収益性を優先したマネジメ

ントに振り回されて組織自体が崩壊するという、エンロンのような状況に陥りかねない。

現実に定量評価偏重の成果主義を導入した企業では、成果を個人の実績として囲い込む傾

向が強くなり、職場内の人間関係が悪化したケースが見られる11) 。長期的に人を育てる視

点が欠落してしまったために短期的には業績数値の改善が見られるものの、組織全体の活

力が低下してしまうのである。 

特に、公益性の高い電力会社においては、経済的報酬によってモティベーションが生起

され高い成果を生むという功利主義的な人間観や、組織と個人がドライに貢献と利益を交

換するという理論的立場を主軸とする組織マネジメントでは、社会的な存在意義に基づい

た組織の持続的発展という面からは限界があると考えられる。長期的な持続性という面か

らは、過度に数値目標に傾斜せずに、むしろ企業の全レベルにおいて明確に社会性や公益

性といった要素を経営哲学などの形で前面に出し組織成員への浸透を図るべきではないか

というのが、われわれが提起したい点である。 

つまり、公益企業としての電力会社における組織成員に対する評価とは、社会的な意義

をどのように踏まえて判断したのか、最終的結果に至ったのかという人間的な側面、いわ

ば人間としてのあり方、取り組み姿勢のような要素まで含めた総合的評価とすべきなので

あると考える。ただしそれらは、抽象的になりがちなため明確な基準を設けることは難し

く、評価される側と評価する側の密接なコミュニケーションと信頼関係が前提となる。 

    

    



３３３３....    人間主義的人間主義的人間主義的人間主義的マネジメントマネジメントマネジメントマネジメントへのへのへのへの試論試論試論試論    

組織を取り巻く環境は、常に変化し続ける。そのため行動の集積としての成果を問う以

前に、どのような未来を構想し、組織能力をそこに結集していくべきなのかが重要になる。

組織は環境に働きかけ、同時に環境から影響を受けながら持続的な発展を目指して、経営

がおこなわれていくが、その過程を担う人間はさまざまな現象のすべてを見通して意思決

定できるわけではない。未来が予測できない以上は、その変化の過程における個々の局面

において、どのように組織成員が未来を見通してすみやかに適切な判断を下し、行動の方

向を定めることができるかなのである。そのような場面では、経験やそれによって培われ

た現実に対する直観力が生きる。また、不確定な未来にどのような進路を定めるべきなの

かは、どのような価値観によりどのような将来の姿を構想するのかによって異なる。そこ

で組織全体に方向性を与えるのは、経営哲学やビジョンである。以下、われわれは、人間

主義的マネジメントへの試論として、プロセス観とそれに基づいたマネジメントの概括を

論じていく。 

 

３３３３....１１１１    プロセスプロセスプロセスプロセス観観観観    

 人間主義的マネジメントにおいて最も基本となるのは、経営に関わる事象の変遷を時間

的経過に伴う関係性の変化としての「プロセス」観である。このプロセス観とは、変化す

る過程そのものが現実世界であるという見方であり、人間はその中での重要な変化の兆し

を直観的にとらえて現在の瞬間で意思決定し、未来の目標達成に向けて能動的に行動しつ

づける存在であるとする。組織は、それをマネジメントする成員の能力を育成し、行動し

ていく環境を整えていくことが求められる。 

プロセス観の特徴は、変化のありようを受け入れそれを本質とみようとするところにあ

る。ヘラクレイトスは「万物は流転する」という有名な命題を提唱し、ニコラス・レシャ

ーは「太陽というものはない、それは永続する炎である（The sun is not a thing, but an 

enduring fire）」と表現している。われわれが見ている事象は固定したものではなくすべ

ては動的過程にあり、それがものごとの本質であると述べている。環境や組織は固定的で

はなく、変化する事象の中で活動する存在であるととらえるならば、定量的で科学的な分

析のアプローチだけでは把握しきれない面がある。すべてを予測できず条件設定が不確定

な未来へ向けて組織が対応していくには、人間の主観や「どう生きるか」という価値観を

組み入れてマネジメントを考えることが必要なのである12) 。 

常に動いている世の中の流れを考える上では、A. N. ホワイトヘッドの哲学が参考とな

る。ホワイトヘッドの哲学では、世界には固定的な「モノ（substance）」は存在せず、さ

まざまな事象である「コト（event）」が生成消滅するプロセスだけがあるとみなす。この

「コト」は、ほかのさまざまな出来事と関係し合い動いていく。ホワイトヘッドは、この

形成され流動する相互の関係性そのものが実在である（Process is Reality）と述べている

（Whitehead、1978）。そこでは、世界は唯一無二で無限のコトの流れがあるのみで、現

在の瞬間は次のコトに影響する（関係が連鎖していく）ことで新しいコトを作り出し連続

していくと考えられている13) 。そのただなかにいる人間は、時間的な関係性の変化の流れ

を経験の集積として内在化し、未来へ向けて活動している存在と位置づけるのである。そ

して、プロセスの本質はより良い未来の創造に向けた活動の統合であり、そこでの重要な



概念としては「有る（being）」のではなく、未来において目標とする姿を描きそこへ達し

ようとする「成る（becoming）」ということだという。 

このような変化の中におかれた人間は、固定した存在ではなく、未完の状態にありなが

ら究極の完成へ向けて行動するのであり、環境から影響を受けつつも能動的に環境へ影響

を及ぼし、新たな自己生成を続けていく存在としてとらえられる。つまり、人間にとって

の現在とは、過去の経験・経過の凝縮であり未来へ向けて方向を定め意思決定している瞬

間であり、その一瞬一瞬で新たな経験を積み重ねて新たな存在へと変化し続けているので

ある。進むべき未来の方向をさだめる意思決定においては、価値観や信念といった主観的

要素が多大な影響を及ぼす。というのも、目標達成とは、このような瞬間的現在を未来へ

向けて積み重ねた延長上にあり、未来は不確実で流動的であるからこそ、未来への方向を

定めるうえでの指針もしくは組織が目指す方向の正当性を見出すために価値観や信念が重

要になるからである。全体が見えない事象の関係性の中において、社会的な意義にかなう

のか否かが、目標への到達プロセスの正しさを裏付ける判断基準となるのである。 

 

３３３３....２２２２    プロセスプロセスプロセスプロセス視点視点視点視点ののののマネジメントマネジメントマネジメントマネジメント    

プロセスの視点から組織マネジメントを考えた場合、最終的な成果の大きさによっての

み組織成員を評価するのではなく、どのような社会的意義や哲学に基づいて目標を設定し、

どのような活動プロセスによって成果に達したのかという面を考慮することになる。また、

定量的評価基準だけではなく、人間関係や事象の結びつきといった「関係性」の変化の要

素を加味するのである。むろん、これらの面は、明確な基準の設定が難しく、評価が困難

な側面である。しかし、近年の企業においては、企業存続の原資を生み出す利益の重要性

を認めつつも、それを至上命題とすべきではなく社会性も考慮すべきという方向に変わり

つつある。 

たとえば、トヨタ自動車の社長を務めた奥田碩は、企業のあり方について「もちろん利

益もあげていかなくてはいけないのですが、一方で社会貢献もしていかなくてはいけない。

この 2 つを同時に出来なくては一流の会社として認められない。世界的にそうなっている

ということです」（奥田・朱、2007）と述べている。この言葉は、組織は成果を追求する

だけではなく、しっかりした価値観を持ち社会性を基盤とした活動を追求していくのでな

ければ持続性が保てない方向にあることを示唆している。 

電力業界の例では、木川田一隆が社会的な貢献を掲げて経営を展開していた。木川田は

自らの経験を軸としつつ、技術的な側面だけでなく、価値的判断を軸としたリーダーシッ

プを展開していた。彼の経営理念を研究した高宮（1978）は、以下のように論じ、価値観

の重要性を指摘している。 

 

経営者のリーダーシップは日常の業務活動におけるリーダーシップをこえたリーダーシップである。

経営技術的リーダーシップをこえた価値的リーダーシップである。経営技術的リーダーシップは勿論必

要不可欠であるが、それのみにとどまるのではなく、現代の経営者は価値的リーダーシップをもたなけ

ればならない。それは、ステーツインシップとしてのリーダーシップである。木川田一隆は日本経済の

ために体を張ってステーツマンシップとしてのリーダーシップを発揮された。木川田理念は、経営者の

ステーツマンシップとしてのリーダーシップの理念である（高宮、1978：563）。 



組織成員は、絶えず変化する現実の中で何が最善かを考え行為を実践していくが、それ

が正当性を持つか否かはある価値観に照らして判断される。このような価値観は、個人の

経験や社会的土壌から形成されるものであり、根源的には社会的な「公共善（common 

good）」14) ともいうべきものに帰着する。成員は、変化する事象の中でそれぞれに行動し

つつも、「公共善」を常に意識の中に内包して行動する。つまり、成果に至る道筋を選択し

行動していく中に、このような考え方が組み込まれているのか、さらにその考え方に沿っ

て行動していたのかを評価していくことが求められる。また、それを理念や経営哲学やビ

ジョンとして具体的に示し、実践的行動を通じて組織に浸透させるとともに、持続的に展

開していくのがリーダーの役割なのである。 

未来へ向けてのプロセスを構築し遂行していく組織成員の能力として、われわれは英語

でいう prudence、あるいは practical wisdom の概念として示す。これは、日本語では「賢

慮」もしくは「実践的知恵」と訳されている。ここでいう賢慮とは、「価値論理の思慮分別

を持って、個別の、その都度のコンテクストのただなかで、最適な判断・行為ができる実

践的知恵（高質の暗黙知）」である（野中・紺野、2007）。 

    

４４４４....    人間主義的人間主義的人間主義的人間主義的リーダーリーダーリーダーリーダーのののの育成育成育成育成    

これまで論じてきたように、人間主義的マネジメントとは、プロセス観に基づき、変化

のただなかで最適な判断・行為ができる実践的知恵にその特質がある。以下、われわれは、

このような人間主義的マネジメントの主体であるリーダーを育成するための論点について

論及する。 

組織的能力のレベルを決定づける要因は、組織成員の関与度合い（コミットメント）と

組織をまとめるリーダーの実践的知恵である。プロセスの視点では、この場合のリーダー

とは固定化された管理統制型のリーダーシップではない。組織の内外においてリアルタイ

ムで生成と消滅を繰り返すさまざまな事象の変化に応じて、即興的に意思決定をおこなう

には役割を厳密に固定されたリーダーでは対応できないからである。また、リーダーシッ

プは、一部のエリートが持つ個人的能力ではない。変化が本質であるととらえるなら、メ

ンバー間の関係形成と行動を状況に応じマネジメントしていかねばならない。その基本形

となるのは、その場その場の状況に応じて臨機応変にリーダーが出現する柔軟な「自律分

散型リーダーシップ」15) が望ましい。 

具体的な実践例で言えば、電力事業をリードした木川田は、急速に変化する社会との調

和を実現する人間主義的な能力開発について、以下のように語っている。 

 

現代は企業といわずすべての領域にわたって、あまりにも急速な発展の結果、機能分化が著しい。そ

れが社会の一つの特色、傾向である。細分された専門分野での能力が、跛行的に進歩し、それからそれ

と能率を追い求めて止むところを知らない。だが、これを人間の問題としてみるとき、あまりに偏頗な

能力の開発は、むしろ悲劇的である。社会にとっても、企業にとっても、能力の調和的、均衡的発展こ

そ望ましいものといわなければならない。しかもこうした悲劇は、産業社会、特に大企業を中心として、

すでに幕が切って落とされているのである。戦前の階級社会を清算して、企業の人間構造を幅広い中間

層に一本化する共同体的なもの――いってみれば、ゲマインシャフトにつくり変えようとする挑戦は、

経営者のはかない夢というものであろうか16) 。 



彼の指摘は、40 年以上前に論じた論点であるが、未だに経営哲学が論じるべき論点を提

示しているといえる。カントがいみじくも指摘したように、「人間、他人、相手をあたかも

物理的な物や動物のように扱ってはならない」ということである。カントを愛した河合栄

治郎門下生の一人である木川田は、カントが指摘した最重要な価値的命題をも実践しよう

とした道徳的な経営者だったのである17) 。木川田の経営哲学は、戦前の階級社会をとりは

らい、組織成員の一体的な経営を志向しており、自律分散型リーダーシップといえるもの

である。経営とは、関係性の流れの中で未来への方向を定めていくことであると考えるの

であれば、むしろ具体的な形や数値として現れてこない組織の人間的特質の面を、どのよ

うに捉えるべきかを考える必要があり、物的資源や利益を中心として経営を論ずるのでは

一面的すぎる。木川田が言及していたような人間的“徳”の意義、そして社会との調和を

目指した人間主義的な能力開発の意義は、もっと高く評価されて良い。 

このような人間主義的な能力とは、過去の卓越したリーダーの分析から次の 6 つの要素

（能力）に集約されている。ここでは、その詳細な議論を省くが、「善悪の判断基準を持つ

能力」「他者とコンテクストを共有して共通感覚を醸成する能力」「コンテクストの特質を

察知する能力」「コンテクストを言語・観念で再構成する能力」「概念を共通善に向かって

あらゆる手段を巧みに使って実現する能力」「賢慮を育成する能力」である（野中・紺野、

2007）。 

人間主義的な哲学の重要性についてワイク（1979）は、組織は単に環境に適応するので

はなく経験からつくられた主観的なフレームワークにより解釈され創造された環境に適応

するのだと述べている。人間の哲学や信念といった主観的要素は、科学的モデルでは意味

の無いノイズとして扱われるような要素かもしれないが、現実には定量的分析では測定で

きない変化を感じ対応するための影響力を持つ。これまで、「夢の追求」や「あきらめない」

といった個人の信念や「社会のために」といった強いこだわりが、どれだけ多くの進歩を

誘発したかを振り返ってみれば、このことは理解できよう18) 。総じて、われわれの主張は、

変化のただなかで人間主義的な経営哲学に基づき判断・行為をおこなう賢慮型リーダーの

育成を進めるべきというものである。 

 

５５５５....    結語結語結語結語    

 

組織や社会は人々が助けあうことによって、少なからず維持され成り立っている。ゆえ

に、組織の目的には、「世のため、人のため」といった共通善的な要素を含んだ経営哲学が

求められる。功利主義的な人間観に基づく組織マネジメントだけでは、行き詰まりをみせ

るのが必然なのである。 

結論的に言えば、21 世紀をリードする企業組織となるためには、コンピテンシーのよう

な客観性の高い評価システムに加えて、社会的正当性などの主観的要素を含めた人間を尊

重する経営哲学に依拠した評価システムを補完的に模索していく必要がある。 

われわれは、組織の活動が変化するプロセスにおける未来選択という立場に立ち、成果

を導いたプロセスの評価と、確固とした経営哲学や人的“徳”を基盤に組織をまとめてい

く「賢慮型リーダー」の育成こそ持続性の要であること、これを人間主義的な経営のあり

方として提言したい。 



 
注 

1)  労務行政研究所（2006）の調査結果によれば、全産業においては 79.3％（1,000 人以上規模の場合

は 92.0％の企業）の企業が期待理論に依拠した目標による管理の施策を導入している。 

2) ここでいう期待理論の代表的な論者は、Vroom(1964)や坂下（1985）である。 

3) このように定義されるコンピテンシーの起源は、70 年代のアメリカにあるとされている。アメリカ

国務省の職員採用では、どのような選考基準が適切かを検討した際、ハーバード大学の心理学者であ

るデビッド・マクレランドがすぐれた職員が行動レベルで発揮している顕在能力をモデル化し、それ

を選考基準とした。これがコンピテンシーのはじまりである（本寺、2000）。 

4) バランススコアカードについては、Kaplan & Norton（1996）が詳しい。 

5) 東京電力でも、類似のミッションツリーを導入し、支店経営をおこなっている。 

6) 現在では、この６つの要素能力に加え、2002 年の不祥事をふまえ、企業倫理遵守に関する能力評価

基準が付加されている。 

7) 東京電力では、評価者による結果にバラツキをなくすことが課題であり、そのために、既に 2000 年

初めから開始している評価者研修に引き続き力を入れている。 

8) 週刊ダイヤモンド「超『不機嫌な職場』なぜ社員同士でギスギスするのか」、ダイヤモンド社、2008

年 5 月 17 日号、pp53-71。 

9) 三井物産は、国後島不正入札事件やモンゴルの ODA に絡む贈収賄事件（2002 年）、DPF 性能データ

ねつ造事件（2003~2004 年）など、組織的な歪みが表面化した時期があり、その改善には多大な努

力が払われた。 

10) 定性評価は「社会の信頼を高めたか」「総合力の発揮に努めたか」といった事業プロセスの質や、部

下への指導姿勢や行動規範の遵守など、数値化し難い部分を重視して指標化された。一方で透明性、

公平性を確保するため目標管理（ＭＢＯ）システムを整備し、能力評価の尺度として「コンピテンシー」

を導入した。給与制度については、職群、発揮した成果・能力、組織業績をベースにする給与体系に変

更した（日本労働研究機構「人事労務管理事例―三井物産」http://www.jil.go.jp/mm/hrm/20010427.html 

による）。 

11) 野中（1985）は、当時のリーバイストラウス社が机上の計量分析結果を重視したために分析マヒ症

候群（Paralysis by analysis syndrome）に陥ったケースを紹介している。 

12) 加護野(2006)は「現代の経営学においては、理論のフレームワーク化が進み、ケーススタディなど

にも影響が及んでいる。われわれは、それを型どおりに理解して、あたかも経営が『わかった』つも

りになる。しかし、人が人を管理するということは、モデル化して説明できるような単純なものでは

ない」と述べている。 

13) ホワイトヘッドは、この現在という「その場その場の関係性」が成立している状態を経験主体（actual 

entity）と定義する。ここでいう経験主体とは、人間そのものにあたると考えてよい。 

14) 詳しくは野中・紺野（2007）。 

15) 詳しくは野中・遠山・紺野（2004）。 

16) 高宮(1978)では、木川田の論文が多数掲載されている。本引用箇所は、高宮(1978)より引用。 

17) この論点については、菊澤（2009）が詳しい。 

18) ホンダの CVCC エンジン、トヨタのハイブリッド・システムなど、環境に配慮した技術開発は、経

済的動機だけではなく社会に貢献したいという開発者の強い思いが働いていたがゆえに、困難な技術

的課題を克服して実用化にいたっている。また、バングラディシュで少額融資を行なっている「グラ

ミン銀行」の設立は、収益性よりも人々が貧困からの脱出するきっかけをもたらすという社会的意義、

目的意識により支えられていた。 
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